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序     文 
 

モンゴル国は、1990 年代より市場経済体制への移行を推進してきました。これに対し我が国は、

無償資金協力によりモンゴル日本人材開発センター（MOJC）を建設するとともに、2002 年より

「モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ１・２）」を実施し、同国における市場

経済化を担う人材の育成、及び日本・モンゴルの相互理解促進の拠点として大きな役割を果たし

てきました。 

近年、同国は豊富な鉱物資源の価格上昇を背景に、めざましい発展を遂げつつあります。一方

で、産業の多角化及び雇用創出の観点から、中小企業の育成・強化が重要な課題となっています。

こうした背景から同国政府は、MOJC の 10 年間の実績を踏まえ、2012 年 1 月から 3 年間のプロ

ジェクト「モンゴル日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト」を日本政府に要請

しました。これを受け、JICA は 2011 年 10 月に調査団を派遣し、同国政府及び関係機関との間で

プロジェクトの枠組みについて協議を行いました。本報告書は、同調査の結果を取りまとめたも

のです。 

本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層のご支援を

お願いする次第です。 

 

平成 23 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 桑島 京子 
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略語 正式名称 日本語 

5S Seiri, Seiton, Seisou, Seiketsu, Shitsuke  

BAS Business Advisory Services Program  

BCC Business Consulting Center 
ビジネスコンサルティングセン

ター 

C/P Counterpart カウンターパート 

EBRD European Bank for Reconstruction and Development 欧州復興開発銀行 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JF Japan Foundation 国際交流基金 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MM Man Month 人月 

M/M Minutes of Meetings  協議議事録（ミニッツ） 

MOJC Mongolia-Japan Center for Human Development モンゴル日本人材開発センター 

NDS National Development Strategy 国家開発戦略 

NUM National University of Mongolia モンゴル国立総合大学 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OJT On-the-Job Training オンザ・ジョブ・トレーニング 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

TAM Turn Around Management Program  

ToT Training of Trainers 
トレーニング・オブ・トレーナー

ズ 

TQM Total Quality Management 総合的品質管理 

TSL Two Step Loan トゥーステップローン 
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事業事前評価表 
 

１．案件名 

国 名：モンゴル国 

案件名：和名 モンゴル日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト 

英名 Project for Capacity Development of Business Persons through Mongolia-Japan Center 

for Human Resources Development 

 

２．事業の背景と必要性 

（１）当該国における民間セクター開発の現状と課題 

モンゴル国は、1990 年代より市場経済体制への移行を推し進めてきた。とりわけ、近年は

豊富な鉱物資源の価格上昇を背景に、2011 年度の経済成長率（予測値）は 11.47％になるな

ど、めざましい経済成長を遂げている
1
。反面、急速な成長の恩恵が貧困層に十分及んでいな

いことから、貧困率（一日当たり約 2 ドル以下）は横ばい、ないし悪化傾向にある。鉱業分

野以外の外国投資割合は拡大しておらず、鉱業以外の産業育成が進んでいない状況である。

また GDP の約 2 割、輸出の約 8 割を占める鉱業分野は雇用創出力が小さく、若年層を中心と

した失業問題の深刻化が懸念されている。こうしたなか、産業の多角化及び雇用創出の観点

から、中小企業の育成・強化がモンゴルの重要な課題となっている。 

JICA はこれまでに「モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ１・２）（技

術協力プロジェクト）」や「中小企業育成・環境保全ツーステップローン事業（フェーズ１・

２）（有償）」を実施し、これらの問題に取り組むモンゴルを支援してきた。「モンゴル日本人

材開発センタープロジェクト」では市場経済を理解する 5,300 人の中小企業の経営者、なら

びに従業員を育成するとともに経営改善を支援した。修了生は「カイゼン協会」を組織し、

学んだ知識の普及に努めているほか、飛躍的に成長するモンゴル経済において重要な役割を

担いつつある。 

急激な経済成長を遂げる一方、モンゴル企業が事業を急拡大するなかで、経営に必要とさ

れる知識・ノウハウが高度化しており、モンゴル日本人材開発センター（Mongolia-Japan Center 

for Human Development：MOJC）ではこれらを身に付けられる高度なビジネス研修や現場指

導、コンサルテーションが求められるようになってきている。加えて、モンゴル中小企業庁

（2008 年設立）から MOJC に対し、職員等の育成において連携の要請があるなど、中小企業

振興を促進する行政官の育成という新たなニーズが生まれている。更には、MOJC がより自

立発展するためには、運営体制の現地化を一層図るとともに、現地講師の育成を強化する必

要性が認識されている。 

 

（２）当該国における民間セクター開発政策と本事業の位置づけ 

モンゴル政府は 2008 年から 2021 年までの長期開発戦略である「ミレニアム開発目標に基

づく包括的国家開発戦略〔Millennium Development Goals (MDGs)-based Comprehensive National 

Development Strategy（NDS）〕」を 2008 年 2 月に国家大会議で採択した。NDS の重点分野は、

                                                        
1 IMF-World Economic Outlook（2011 年 9 月版） 
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①MDGs の達成、②産業育成、③鉱床開発、④地方開発、⑤生態系保全による持続的開発、

⑥民主主義・ガバナンスの 6 つであり、民間セクター主導の経済成長を通じた貧困削減を図

ることとしている。 

また、モンゴル政府は政府行動計画「Action Plan of the Government for 2008-2012」におい

て、保健・教育・雇用環境の整備、技能労働者の人材育成を 5 つの柱の一つとして取り上げ

るなど、雇用問題を重視している。特に、2011 年を「雇用支援の年」（Employment Support Year）

として位置づけ、起業支援等への取り組みを強化している。2008 年には中小企業庁を設立し、

中小企業の育成・強化も図っている。 

本プロジェクトは MOJC の活動を通じ、めざましい発展を遂げるモンゴル経済において、

中小企業を中心とした民間セクターの開発に資するビジネス人材の育成を担うものとして位

置づけられる。 

 

（３）モンゴルの民間セクター開発に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対モンゴル国別援助計画（2004 年 11 月）において、「持続的な経済成長を通じた

貧困削減への自助努力に対する支援」が上位目標に掲げられ、そのための援助重点分野の一

つに「市場経済化を担う制度整備・人材育成に対する支援」が位置づけられている。 

なお、2011 年 6 月に承認された「モンゴル国 JICA 国別分析ペーパー（JICA Country Analytical 

Work）」では、援助重点分野の一つに「Inclusive Growth の実現に向けた支援」を掲げ、その

中で「産業構造の多角化を見据えた中小・零細企業を中心とした雇用創出」を開発課題に位

置づけている。 

市場経済化に必要な人材を育成する機関として MOJC を設立するため、JICA は「モンゴ

ル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ１・２）（技プロ）」を実施し、センターの

組織基盤整備、運営体制構築への支援を開始した。加えて、日本政府の無償資金協力「日本・

モンゴル人材協力センター設立計画」により、モンゴル国立総合大学キャンパス内に MOJC

の施設を建設。2003 年 3 月に施設が完成したあとは、三本柱の事業（ビジネス事業、日本語

教育、相互理解事業）への支援を行い、市場経済化を担う人材育成と、日本・モンゴルの相

互理解促進に大きな役割を果たしてきた。一方、2012 年 4 月より国際交流基金（Japan 

Foundation：JF）が日本語・相互理解分野への支援を行うことが決まったため、JICA として

はビジネス事業（民間セクター開発）、ならびにセンター運営への支援に注力することになっ

た。 

 

（４）他の援助機関の対応 

欧州復興開発銀行（European Bank for Reconstruction and Development：EBRD）が、TAM（Turn 

Around Management Program）及び BAS（The Business Advisory Services Program）を展開し、

モンゴルの中小企業の育成支援を行っている。 

 

３．事業概要 

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、モンゴルにおいて、①中小企業等の経営改善に資する実践的なビジネス事業の
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実施、及び ②MOJC スタッフによる自立発展的な組織運営管理体制構築を行うことにより、

ビジネス人材育成機関としての MOJC の自立発展的な体制と機能の確立を図り、もってモン

ゴルの産業多角化・高度化に対応できるビジネス人材が MOJC において継続的に育成される

ことを目的とするものである。 

 

（２）プロジェクトサイト 

ウランバートル市及び地方都市 

 

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・中小・零細企業等の経営者・従業員 

・中小企業振興を担当する公務員（中小企業庁の職員等） 

 

（４）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 1 月～2015 年 1 月（計 36 カ月） 

 

（５）総事業費（日本側） 

約 2.2 億円 

 

（６）相手国側実施機関  

モンゴル国立総合大学 

 

（７）投入（インプット） 

１）日本側 

・長期専門家派遣 所長 1 名（12MM）、業務調整員/ビジネスコース運営管理 1 名（12MM） 

・短期専門家派遣（ビジネスコース運営指導、ビジネスコース講師）（合計約 22.5MM） 

・研修員受入れ（約 36 名、2 週間～1 カ月程度） 

・在外事業強化費 

２）モンゴル側 

・カウンターパート配置      ・ローカルコスト負担 

・施設・設備の提供        ・光熱水道費など 

 

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

１）カテゴリ分類：C 

２）カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年公

布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、

環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

３）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減：本事業では、研修の現地講師や研修生のジ

ェンダーバランスに著しい偏りがないよう配慮する。 

４）その他：特になし。 
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（９）関連する援助活動 

１）我が国の援助活動 

有償「中小企業育成・環境保全ツーステップローン事業（フェーズ１・２）」（2006～2014

年）と連携し、広報面を含む連携を強化する〔ツーステップローン（Two Step Loan：TSL）

を借りている企業への MOJC のビジネスコースの広報、MOJC ビジネスコース受講者への

TSL の紹介等〕。 

２）他ドナー等の援助活動 

EBRD が中小企業の育成支援を実施している。MOJC とは現地コンサルタント育成講座

（基礎・上級）を共同で開催した実績があり、本プロジェクトでも継続した連携が期待さ

れる。 

 

４．協力の枠組み 

（１）協力概要 

１）上位目標 

モンゴルの産業多角化・高度化に対応できるビジネス人材
2
が MOJC にて継続的に育成さ

れる。 

〈指標〉 

 民間セクターで活躍する修了生が毎年 X 名輩出される。 

２）プロジェクト目標 

ビジネス人材育成機関としての MOJC の自立発展的な体制と機能が確立する。 

〈指標〉 

1-1. 民間向けビジネスコースの修了生が合計 X 人を超える。 

1-2. 公務員向け研修の修了生が合計 X 人を超える。 

1-3. プロジェクト終了時までに、現地支出
3
に占めるモンゴル側（モンゴル国立総合大学、

MOJC 収入）の負担割合が X％になる。 

３）成果及び活動 

成果１：中小企業等の経営改善に資する実践的なビジネス事業
4
が提供される。 

〈指標〉 

【公務員向け研修
5
、専門・特別コース

6
、通常コース

7
】 

1-1. 毎年 X 回以上実施される。 

                                                        
2  2011年6月に理事会で承認された「モンゴル国 JICA Analytical Work」では、鉱業以外の産業育成を産業多角化と説明してい

る。 
3 共通経費（人件費、光熱費、通信費、施設維持管理費、機材購入費等）、ビジネスコース、ビジネス PC コースの運営経費（講

師謝金、印刷、広告代等）。 
4 ビジネスコース、企業内研修、コンサルティングサービス、ビジネスマッチング支援等。 
5 モンゴル中小企業庁、経営アカデミー（内閣府傘下の研修機関）と連携し、主に中小企業振興を担当する公務員に対する研

修（経営に関する基本知識等）を行う。 
6 専門コース：特定のテーマに関する 1 週間程度の短期ビジネスコース。通常コースの修了生や、大企業の幹部・マネージャ

ー等、基本的な経営知識を有している人向け。 

特別コース：特定のテーマに関する 1 日～1 週間の短期ビジネスコース。 
7 通常コース（正式名：中小企業経営指導コース）：品質管理や財務管理、マーケティングなど、経営に必要とされる実践的な

知識・ノウハウを学ぶ約半年間のコース。 
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1-2. 平均満足度がプロジェクト終了までに X％を超える。 

1-3. 現地講師の講義時間の割合が、プロジェクト終了までに X％を超える。 

1-4. 現地講師の講義に対する平均満足度が、（プロジェクト終了までに）X％を超える。 

【企業内研修
8
】 

1-5. 企業内研修の参加企業数・参加者数が毎年 X 人を超える。 

1-6. 企業内研修の平均満足度がプロジェクト終了までに X％を超える。 

【コンサルティングサービス
9
】 

1-7. コンサルティングサービスが毎年 X 回以上実施される。 

1-8. コンサルティングサービスの満足度が、毎回 X％を超える。 

1-9. コンサルティングサービスを行う現地講師の平均満足度が、（プロジェクト終了まで

に）X％を超える。 

1-10. モデル企業育成プログラムで、毎年 X 社以上に合計 X 回以上の現場指導を行う。 

1-11. モデル企業育成プログラムで指導を行った企業の従業員数、売上、プログラムの満

足度等が、プロジェクト終了までに X％を超える。 

【ビジネスマッチング支援
10
】 

1-12. ビジネスマッチング支援を行うための関係機関の窓口が明確になる。 

1-13. モンゴルの企業情報が整備される。 

1-14. モンゴル・日本企業への紹介数が、毎年 X 回を超える。 

【TSL との連携】 

1-15. TSL と連携した研修が X 件を超える。 

【ネットワーキング】 

1-16. モンゴルにおける他機関（日本企業等含む）との連携
11
がプロジェクト終了までに

X 件を超える。 

1-17. 修了生からなる「カイゼン協会」を中心としたネットワーキング（ビジネスフォー

ラム等）の回数がプロジェクト終了までに X 件を超える。 

〈活動〉 

1-1. モンゴル企業、政府機関（中小企業庁含む）におけるビジネス人材育成に係るニー

ズ調査を実施・分析する。  

1-2. ビジネス事業全体の年間実施計画を策定する（人員計画、予算計画等を含む）。 

1-3. MOJC スタッフによるビジネス事業（公務員向け研修、通常コース、専門・特別コ

ース、企業内研修、コンサルティングサービス、ビジネスマッチング支援等含む）

の運営、管理、モニタリングを行う。 

1-4. 各ビジネス事業において、モンゴル人講師の育成を行う（講義、現場指導等を通じ

た OJT 含む）。 

                                                        
8 主にモンゴル国立総合大学経済学部ビジネスコンサルティングセンターと連携したモンゴルの大手企業に対する企業内研

修を予定。研修テーマは企業のニーズにより決定。 
9 主にモンゴルの中小企業を対象とした経営診断・指導サービス。個々の企業の状況に応じた現場での指導・コンサルティン

グを行う。 
10 日本企業の紹介を希望するモンゴル企業と、モンゴル企業の紹介を希望する日本企業のサポート（企業情報提供、通訳・翻

訳サービス提供等）を行う。 
11 モンゴルの民間企業の経営に資するビジネスフォーラムやビジネスセミナーの共同開催等。 
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1-5. モンゴル人講師情報と修了生情報のデータ管理と質的強化を行う。 

1-6. ビジネスコース修了生を中心とするビジネス人材及び関連機関（日系企業を含む）

とのネットワークの形成を促進する。  

 

成果２：MOJC スタッフによる自立発展的な組織運営管理体制が構築される
12
。 

〈指標〉 

2-1. 現地所長の役割、責任範囲等が明文化される 

部門間
13
の連携により、以下が行われる。 

2-2. MOJC スタッフにより、組織図が定期的にアップデートされる。 

2-3. MOJC スタッフにより、年間事業計画・予算計画が毎年策定される。 

2-4. MOJC スタッフにより、人材育成計画が策定される。 

2-5. MOJC スタッフにより、各事業のモニタリングが行われる。 

2-6. MOJC スタッフにより、年次報告書が作成される。 

2-7. 部門間の連携による行事の実施回数が毎年 X 回を超える。 

 

〈活動〉 

2-1. 現地所長の役割、責任範囲等を明文化する。 

以下の活動を部門間の連携により行う。 

2-2. 組織図の定期的なアップデートを行う。 

2-3. 年間事業計画と年度予算計画を策定する。 

2-4. 人材育成計画を策定する。 

2-5. 年間事業計画に基づく各事業のモニタリングを行う。 

2-6. 年次報告書を作成する。 

４）プロジェクト実施上の留意点 

・TSL2 と緊密な連携を図りつつ、プロジェクトを実施する。具体的には広報、人材育成

面での連携等を行う。 

・指標については、ビジネスコースのニーズ調査の結果も踏まえ、プロジェクト開始後半

年以内に設定し、JCC で合意する。 

・運営体制、ならびにビジネスコースの実施において、現地化を促進する。運営体制につ

いては、本プロジェクトより現地所長体制に移行（フェーズ２では、2011 年 6 月に日本

人所長から共同所長体制に移行）する予定。ビジネスコースにおいては、現地講師の活

用・育成を促進する。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（１）事業実施のための前提 

特になし。 

                                                        
12 MOJC の運営体制強化の一環として、MOJC が「独立採算ユニット」に移行することがほぼ決定している。同ユニットに移

行することにより、MOJC スタッフが大学職員のステータスを得ることができるとともに収益を人件費に回すことが可能に

なるため、MOJC の財務的自立性を高めることが期待される。 
13 管理部門、人材育成部門、受託事業部門、JF ランゲージコース。 
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（２）成果達成のための外部条件 

外部機関（省庁、日系・現地企業、商工会議所等）からの協力が得られる。 

 

（３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・中小企業振興を含むモンゴル政府の産業育成の基本方針が継続する。 

・プロジェクトを通じて育成したスタッフ・現地講師の離職が最低限に抑えられる。 

 

（４）上位目標達成のための外部条件 

・モンゴルの政治・経済体制が安定している。 

・モンゴルの市場経済化政策に変更がない。 

 

６．評価結果 

本事業は、モンゴルの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

 「モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」では、日本への長期留学経験を

持つ優秀なスタッフ（特に主任クラス以上）の確保が、プロジェクトの成果達成と拡大につなが

った。高い日本語能力のみならず、日本への深い理解と共感を有するスタッフを確保・維持する

ことは、日本センター事業の効果的・効率的実施において極めて重要である。本事業においても、

こうした人材の確保ならびに能力強化を行う。 

 

８．今後の評価計画 

（１）今後の評価に用いる主な指標 

４（１）のとおり。  

 

（２）今後の評価計画 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 カ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 詳細計画策定調査団派遣の経緯 

（１）案件の背景 

モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）は、1990 年代初頭に市場経済化を開始し、計画経

済から市場経済への移行をめざして一連の経済改革を実施してきた。市場経済化以降は経済

体制の変革に伴い、10 年近く低成長を経験したが、その後豊富な鉱物資源の価格上昇に牽引

され、急激な経済成長を遂げている。他方、産業構造の高度化・多角化が課題となっており、

中小企業をはじめとする民間セクター開発を促進するための人材育成が重要な課題である。 

一方、我が国では市場経済移行国への人材育成支援の一環として、「日本人材開発センタ

ー」を設立する構想が生まれ、JICA は 2002 年 1 月から 2007 年１月までの 5 年間の協力期間

で、モンゴル国立総合大学（National University of Mongolia：NUM）をカウンターパートと

して、市場経済化における人材育成ニーズへの対応と日本の「顔の見える協力」を実現する

拠点として日本・モンゴル人材開発センター（Mongolia-Japan Center for Human Development：

MOJC）プロジェクトを開始した。以降、ビジネス人材育成事業、日本語教育事業、相互理

解促進事業を三本柱として活動を実施してきた。 

5 年間の協力の実績が評価された結果、モンゴルよりフェーズ２実施に係る要請書が提出

された。これを受けて 2007 年 1 月 22 日より、さらに 5 年間を協力期間としたモンゴル日本

人材開発センタープロジェクトフェーズ２が実施されている。2012 年 1 月にプロジェクトの

終了を迎えるにあたり、2011 年 6 月に終了時評価調査が実施された結果、プロジェクト完了

までにプロジェクト目標はおおむね達成する見込みであり、MOJC が市場経済化を促進する

人材育成事業活動及び日本・モンゴルの相互理解促進を継続的に実施する体制はある程度整

備されたことが確認されている。 

一方で、近年めざましい経済成長を遂げつつも、急速な成長の恩恵が貧困層に十分及んで

いないことから、同国における貧困者（一日当たり約 2 ドル以下）の比率は横ばい、ないし

悪化傾向にあることが指摘されている。経済成長を後押しした鉱業分野は雇用の吸収力が低

いため、貧困層の収入機会・生計向上を確保するには中小企業をはじめとする民間セクター

の振興が極めて重要であり、かかる認識から急速に変化するモンゴルの産業構造を踏まえ、

中小企業を含む企業のニーズに対応したビジネス人材の育成に引き続き取り組んでいく必要

がある。       

このような背景から、モンゴル政府は MOJC においてモンゴルの産業構造の高度化及び多

角化に対応できるビジネス人材の育成を目的として、後継案件にあたる「モンゴル日本人材

開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）を要請

してきた。 

 

１－２ 派遣の概要 

〈詳細計画策定調査の概要（2011 年 10 月）〉 

（１）派遣の目的 

・現地スタッフ及び日本人専門家の参加による参加型ワークショップを通じた、後継案件の

PDM 案、PO 案、5 項目評価案を作成する。 
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・モンゴル関係者（財務省、教育・文化・科学省、NUM）に対して、プロジェクトの実施体

制（特に NUM 側の運営への関与）及び日本・モンゴルの経費負担に関する日本側対処方

針に基づく協議を行い、合意を形成する。 

・上記モンゴル政府関係者と PDM 案、PO 案について合意を形成し、上記に基づいた 5 項目

評価案を作成する。 

 

（２）団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 殿川 広康 JICA 産業開発・公共政策部 日本センター 課長 

評価分析 松下 智子 株式会社アンジェロセック 総括主任 

協力企画 野村 留美子 JICA 産業開発・公共政策部 日本センター課 調査役 

 

（３）調査日程 

  

日程 

面会者   官団員（団長、協力企画） 

  評価コンサルタント 

10 月

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

22 日 土
13:30 

17:40 

成田発 OM 502/Y   

ウランバートル着 
  

23 日 日   作業   

24 日 月

09:00 

10:00 

JICA モンゴル事務所訪問 

エルデネット銅山会社との TV 会議 

プロジェクト専門家、ダワードルジ共

同所長との打ち合わせ 

  

25 日 火

09:30 

11:00 

14:00 

カイゼン協会 

NUM 副学長表敬 

PDM ワークショップ 

R/D、M/M 修正 

 

ヒシグジャルガル副会長 

リンチンバザル副学長 

26 日 水

11:30 

14:30 

17:30 

中小企業庁 

NUM BCC 

大蔵省 

フレンバートル局長 

ニャムオソル長官 

ゲレルトオドセンター長 

27 日 木

09:30  

11:00 

15:00 

教育・文化・科学省  

食糧・農業・軽工業省軽工業政策実施

調整局 

ゴビ社企業視察・面談 

 

バーサンジャブ局長 

バダルチ局長 

28 日 金

10:00 

11:30 

14:00 

16:00 

R/D、M/M 署名 

在モンゴル日本大使館報告 

JICA モンゴル事務所報告 

丸紅株式会社 

 

 

 

堀内所長 

29 日 土
06:55 

12:30 

ウランバートル発 OM 501/Y   

成田着 
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第２章 調査結果 
 

２－１ プロジェクトの戦略と計画 

（１）モンゴルにおけるビジネス人材育成の課題と本プロジェクトの背景 

モンゴルは 1990 年代に市場経済体制への移行を推し進め、我が国を中心とする各国から

の経済協力や IMF 等の国際機関の指導・助言の下、自由化・構造改革が推進された。市場経

済化以降は経済体制の変革に伴い経済は混乱し、10 年近く低成長を経験したが、その後主要

輸出産品である豊富な鉱物資源の価格上昇に牽引され、経済成長を遂げた。一時的に石油価

格の高騰や鉱物資源価格の低下により急激に悪化した時期はあったものの、めざましい経済

成長を成し遂げている。他方、産業構造の高度化・多角化が課題となっており、中小企業を

はじめとする民間セクターの人材育成は重要な課題である。 

中国、ロシアに囲まれたモンゴルは、内陸に位置する地理的制約から高い輸送コストによ

り、経済開発において非常に不利な状況に置かれてきた。モンゴル経済の柱は、豊富な鉱物

資源であり、2008 年時点で輸出の約 8 割、投資受入額の約 8 割を占めるなど、当該部門の開

発は今後の社会・経済開発の鍵を握るものといえる。特に、昨今の鉱物資源開発の本格化に

伴い、モンゴル経済は急成長しており、2017 年頃には一人当たり GDP が中国を超えるとの

予測もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

出典：モンゴル国 JICA Analytical Work 2011 

図２－１ GDP 成長率/一人当たり GDP 推移 

（2010 年までは実績値、2011 年以降は見込み） 
 

このように急速な成長を遂げるモンゴル経済であるが、鉱物資源への過度な依存は、今後

ますますその傾向が強まるとみられ、持続的かつ安定的な成長に向けて非鉱業セクターの産

業育成と、豊富な資源収入を国内経済・社会の安定的な成長につなげるための仕組み作りが

極めて重要といえる。 

 

（２）モンゴルの開発政策と本プロジェクトの位置づけ 

モンゴル政府は、2008 年から 2021 年までの長期開発戦略である「ミレニアム開発目標に

基づく包括的国家開発戦略〔Millennium Development Goals (MDGs)-based Comprehensive 
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National Development Strategy（NDS）〕」を 2008 年 2 月に国家大会議で採択した。NDS の重点

分野は、①MDGs の達成、②産業育成、③鉱床開発、④地方開発、⑤生態系保全による持続

的開発、⑥民主主義・ガバナンスの 6 つであり、民間セクター主導の経済成長を通じた貧困

削減を図ることとしている。 

同目標では、産業分野の GDP においてサービス・鉱工業部門が占める割合を、2015 年に

は 85％、2022 年には同 92％に到達させることを目標として掲げ、戦略的に重要な鉱床の開

発、加工産業の競争力強化、産業構造の多様化、中小企業振興、雇用創出などを重点目標と

定めている。特に開発戦略の中でも、近年最も重視されている課題の一つが中小企業の育成

であり、この目標を達成するため、2008 年には中小企業庁が設立されている。 

また、モンゴル政府は政府行動計画「Action Plan of the Government for 2008-2012」におい

て、保健・教育・雇用環境の整備、技能労働者の人材育成を 5 つの柱の一つとして取り上げ

るなど、雇用問題を重視している。特に、2011 年を「雇用支援の年」（Employment Support Year）

として位置づけ、起業支援等への取り組みを強化している。 

本プロジェクトは、MOJC の活動を通じ、めざましい発展を遂げるモンゴル経済において、

中小企業を中心とした民間セクターの開発に資するビジネス人材の育成を担うものとして位

置づけられる。 

 

（３）我が国及び JICA の援助方針上の位置づけ 

近年の我が国の対モンゴル支援は、対モンゴル国別援助計画（2004 年 11 月）において、「持

続的な経済成長を通じた貧困削減への自助努力に対する支援」が上位目標に掲げられ、その

ための援助重点分野の一つに「市場経済化を担う制度整備・人材育成に対する支援」が位置

づけられている。同計画に基づき、近年のモンゴルの高い経済成長を踏まえ、経済の持続的

成長及び一層の市場経済化を促進するための経済協力に重点が移行した支援が行われている。 

JICA は、2011 年 6 月に作成した「モンゴル国 JICA Analytical Work」において、援助重点

分野の一つに「Inclusive Growth の実現に向けた支援」が掲げられている。「モンゴル国 JICA 

Analytical Work」によれば、2010 年には一人当たり GDP は 1,837 ドル（2002 年：504 ドル）

に達したものの、その反面、急速な成長の恩恵が貧困層に十分及んでいないことから、貧困

者（一日当たり約 2 ドル以下）の比率は横ばい、ないし悪化傾向にある。要因として農牧業

以外では雇用吸収力が小さいこと、社会福祉予算が平等に分配されていないことなどがあげ

られている。また、特に地方のとりわけ農村部との格差は広がりつつあり、今後拡大が見込

まれる資源収入を貧困削減及び格差是正に結びつけることが課題であると指摘されている。 
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出典：NSO 2010 

図２－２ 貧困者比率の推移（％） 

 

「モンゴル国 JICA Analytical Work」では「産業構造の多角化を見据えた中小・零細企業を

中心とした雇用創出」を開発課題に位置づけている。近年、モンゴルは若年層を中心とした

失業問題の深刻化が懸念されている。経済発展はめざましいが、GDP の約 2 割、輸出の約 8

割を占める鉱業は、労働人口に占める割合が 3.5％と小さく、雇用の吸収力が低い。貧困層

の収入機会・生計向上の確保のために、雇用問題への取り組みは極めて重要であることが認

識されている。 

以上を受けて、JICA は本プロジェクトを通じ、中小・零細企業やビジネス人材の育成を行

うことで、上記開発課題「産業構造の多角化を見据えた中小・零細企業を中心として雇用創

出」に資する案件として位置づけることができる。 

 

（４）これまでの MOJC の協力と本プロジェクトの位置づけ 

モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ１及び２）のカウンターパート機

関は、教育・文化・科学省傘下の NUM である。過去 10 年間にわたり、JICA はモンゴルの

市場経済化への移行を促進するための人材育成事業と、日本・モンゴル間の相互理解促進の

ための事業を実施してきた。しかし、MOJC に対する JICA 技術協力プロジェクトを巡る環

境は以下のように変化している。 

１）内部環境の変化 

ａ）2011 年 6 月から、日本人所長・モンゴル人副所長体制の共同所長体制に移行した。さ

らに、モンゴル側は本プロジェクトより現地所長体制への移行に合意している。 

ｂ）MOJC の統括主任や各課の部門長を含めた MOJC スタッフは、ある程度自立的にセン

ター運営を行えるだけの能力を身に付けており、各事業の運営はほぼ現地スタッフが実

施できるレベルに達している。 

ｃ）ビジネスコース修了生が約 4,100 名を超え、実践的かつ質の高いビジネス研修機関と

しての MOJC の評判が確立されてきている。 

２）外部環境の変化 

ａ）2000 年代以降の鉱物資源の国際価格の上昇、中国向け輸出の拡大等に牽引され、2008
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年の一人当たり GDP は 1,837 ドル（2002 年：504 ドル）に達するなど高成長を成し遂げ

ている。 

ｂ）他方で、急速な経済成長の恩恵が貧困層に裨益しておらず、貧困者比率は横ばい傾向

にある。急激な経済成長を牽引した鉱業の雇用の吸収力が低いことなども要因の一つと

考えられる。 

ｃ）フェーズ 1 開始以降、MOJC の活動を通じ、技術協力の枠内で、日本・モンゴルの相

互理解の促進に資する事業として日本語コースや相互理解促進事業が実施されてきた

が、2012 年 4 月に国際交流基金（Japan Foundation）「JF ランゲージコース」の開設が予

定されており、これに伴い日本語コース及び相互理解事業は JF によって実施されること

となる。これにより MOJC に対する JICA の技術協力の範囲に関して、より「選択と集

中」を図るべき環境へと変わってきている。 

 

このような認識の下、本プロジェクトでは MOJC を巡る内部環境と外部環境の変化に配慮

し柔軟に対応しつつも、MOJC が保有する強みを生かしながら、モンゴルが直面する開発課

題の解決に向けて MOJC の一層の能力向上を図ることをめざす。すなわち、「MOJC 事業及

びセンターの機能・組織体制・運営管理能力の整備及び強化」に主眼を置いたこれまでの技

術協力のあり方（MOJC＝JICA 技術協力プロジェクト）から、「基盤が整備された MOJC の

事業及び運営管理の中から、ビジネス人材育成事業と MOJC の運営管理強化に焦点を絞った

協力」を行うことで、MOJC を民間セクター開発、特に中小企業をはじめとした企業振興を

促進するための人材育成の拠点として「自立・発展できる組織（人材育成機関）に育て上げ

る」ことを主要目標とする。一方、これまで技術協力の対象だった日本語コースと相互理解

促進事業については、「JF ランゲージコース」による事業として継続実施されることとなる。 

 

２－２ プロジェクトの実施体制 

（１）カウンターパート機関の能力 

本プロジェクトのカウンターパート機関は、教育・文化・科学省傘下の NUM である。NUM

の付属機関である MOJC のモンゴル人スタッフは、共同所長（以前は副所長）のカウンター

パート１名を含め、37 名が勤務している。主任クラス以上を中心に日本留学経験者（長期）

が多く、日本文化への理解と高い語学能力、そして MOJC への高い帰属意識をもつなど、優

秀なモンゴル人スタッフが多く勤務しており、これまでのプロジェクトの成果達成に重要な

役割を果たしてきた。 

本プロジェクトでは、モンゴル側は現地所長体制への移行に合意している。現地所長とチ

ーフアドバイザーの権限及び役割分野等について、本プロジェクト開始前に関係者間で協議

を行っていくこととなる。 

以上のとおり、モンゴル側の本プロジェクトに対する人的コミットメントは高く、プロジ

ェクト目標達成に向けたプラス要因といえる。 

 

（２）実施体制 

本プロジェクトでは、実施機関である NUM に立地する MOJC において、現地所長をはじ

めとするカウンターパート、MOJC スタッフと日本人専門家が日々の共同作業を行いながら、
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事業活動の実施を通した技術移転を行う。また、プロジェクト全体の進捗についてモニタリ

ングを行うとともに、課題の分析や解決の方向性について議論を行い、必要に応じた助言を

行う合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）を設置する。 

なお、モンゴル側との協議の結果、MOJC は 2012 年より NUM の内規に基づき「独立採算

ユニット」に移行することが決定している。これにより MOJC スタッフは正式に大学職員の

ステータスを得ることとなる。 

１）JCC 

ａ）機能 

① 討議議事録（Record of Discussions: R/D）に添付された PO に沿って策定される MOJC

年間事業計画を承認する。 

② MOJC 運営管理全般の進捗のモニタリングを行い、主要な課題に取り組むための方

法や手段について検討する。 

③ PDM と PO に基づいて、プロジェクトの全体的な進捗をモニタリングし、目標及び

成果の達成度合いを評価する。 

なお、最低限、年に一度の開催とし、その他に必要に応じて開催する。 

ｂ）議長 

NUM 学長 

ｃ）メンバー 

〈モンゴル側〉 

① 教育・文化・科学省の代表 

② 大蔵省の代表 

③ 食糧・農業・軽工業省 

④ NUM 学長 

⑤ MOJC 所長 

⑥ その他、モンゴル側により推薦された者 

〈日本側〉 

① 在モンゴル日本大使館の代表 

② JICA モンゴル事務所所長 

③ MOJC 日本人チーフアドバイザー 

④ その他、JICA 側により推薦された者 

 

２－３ プロジェクトの基本計画 

（１）上位目標 

モンゴルの産業構造多角化・高度化に対応できるビジネス人材が MOJC にて継続的に育成

される。 

〈指標
1
〉 

１） 民間セクターで活躍する修了生が毎年 X 名輩出される。 

 

                                                        
1
 指標については、プロジェクト開始後半年以内にカウンターパートと協議のうえ設定する。 
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（２）プロジェクト目標 

ビジネス人材育成機関としての MOJC の自立発展的な体制と機能が確立する。 

〈指標〉 

１） 民間向けビジネスコースの修了生が合計 X 人を超える。 

２） 公務員向け研修の修了生が合計 X 人を超える。 

３） プロジェクト終了時までに、MOJC 支出に占める JICA の在外事業強化費の割合が X％に

なる。 

 

（３）成果 

１． 中小企業等の経営改善に資する実践的なビジネス事業が提供される。 

２． MOJC スタッフによる自立発展的な組織運営管理体制が構築される。 

〈指標〉 

成果１： 

【公務員向け研修、専門・特別コース、通常コース】 

1-1. 毎年 X 回以上実施される。 

1-2. 平均満足度がプロジェクト終了までに X％を超える。 

1-3. 現地講師の講義時間の割合が、プロジェクト終了までに X％を超える。 

1-4. 現地講師の講義に対する平均満足度が、（プロジェクト終了までに）X％を超える。 

 

【企業内研修】 

1-5. 企業内研修の参加企業数・参加者数が毎年 X 人を超える。 

1-6. 企業内研修の平均満足度がプロジェクト終了までに X％を超える。 

 

【コンサルティングサービス】 

1-7. コンサルティングサービスが毎年 X 回以上実施される。 

1-8. コンサルティングサービスの満足度が、毎回 X％を超える。 

1-9. コンサルティングサービスを行う現地講師の平均満足度が、（プロジェクト終了まで

に）X％を超える。 

1-10. モデル企業育成プログラムで、毎年 X 社以上に合計 X 回以上の現場指導を行う。 

1-11. モデル企業育成プログラムで指導を行った企業の従業員数、売上、プログラムの満

足度等が、プロジェクト終了までに X％を超える。 

 

【ビジネスマッチング支援】 

1-12. ビジネスマッチング支援を行うための関係機関との連携等の体制が整備される。 

1-13. モンゴルの企業情報が整備される。 

1-14. 両国の企業への紹介数が、毎年 X 回を超える。 

 

【TSL との連携】 

1-15. TSL と連携した研修が X 件を超える。 
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【ネットワーキング】 

1-16. モンゴルにおける他機関（日本企業等含む）との連携がプロジェクト終了までに X

件を超える。 

1-17. 修了生からなる「カイゼン協会」を中心としたネットワーキング（ビジネスフォー

ラム等）の回数がプロジェクト終了までに X 件を超える。 

 

成果２： 

2-1. 現地所長の役割、責任範囲等が明文化される。 

部門間の連携により、以下が行われる 

2-2. MOJC スタッフにより、組織図が定期的にアップデートされる。 

2-3. MOJC スタッフにより、年間事業計画・予算計画が毎年策定される。 

2-4. MOJC スタッフにより、人材育成計画が策定される。 

2-5. MOJC スタッフにより、各事業のモニタリングが行われる。 

2-6. MOJC スタッフにより、年次報告書が作成される。 

2-7. 部門間の連携による行事の実施回数が毎年 X 回を超える。 

 

（４）活動 

１）成果１ 

1-1. モンゴル企業、政府機関（中小企業庁含む）におけるビジネス人材育成に係るニーズ

調査を実施・分析する。  

1-2. ビジネス事業全体の年間実施計画を策定する（人員計画、予算計画等を含む）。 

1-3. MOJC スタッフによるビジネス事業（公務員向け研修、通常コース、専門・特別コー

ス、企業内研修、コンサルティングサービス、ビジネスマッチング支援等含む）の運

営、管理、モニタリングを行う。 

1-4. 各ビジネス事業において、モンゴル人講師の育成を行う（講義、現場指導等を通じた

OJT 含む）。 

1-5. モンゴル人講師情報と修了生情報のデータ管理と質的強化を行う。 

1-6. ビジネスコース修了生を中心とするビジネス人材及び関連機関（日系企業を含む）と

のネットワークの形成を促進する。  

 

【補足】 

成果１の活動では、ビジネスコースの実施、ならびに MOJC スタッフのビジネスコース

の運営管理能力の強化をめざした活動を行う。 

モンゴル日本人材開発センタープロジェクトが開始して以来、ほぼ10年が経過し、モン

ゴル経済が近年急速な経済成長を成し遂げるなか、中小企業の研修ニーズは高度化・多様

化している。中小企業の置かれた現況及びニーズの変化を踏まえたビジネスコースの設

計・実施を目的として、まずはニーズ調査を行う。 

ビジネスコースでは、従来対象としてきた民間企業の経営者及び従業員に加え、中小企

業振興に携わる公務員を対象とした研修を実施する。とりわけ、2008 年に設立された中小

企業庁や経営アカデミー（内閣府傘下の公的機関。公務員等を対象とした研修を実施）か
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ら、MOJC に対する支援依頼が接到しており、こうした新たなニーズに応えていく必要が

ある。今後、これらの機関に対するニーズ調査を通じ、支援の対象や内容を確定する。 

フェーズ１に開始し、過去10 年間にモンゴルの経済界で活躍する450 人の修了生を輩出

してきた通常コースについては、ニーズ調査の結果を受けて内容を再編成するとともに、

これまで育成してきた現地講師や、外部のコンサルタントの活用など、現地リソースの活

用を積極的に進める。加えて、急激に変化するビジネス環境のなかで、新たな経営課題に

直面している修了生がレベルアップできるようフォローアップを強化する。特に、修了生

から成る「カイゼン協会」と連携し、効果的なフォローアップ活動を行うことが期待され

る。 

フェーズ２に、高付加価値人材育成を目的として開始した専門コース、特別コースにつ

いては、通常コース同様、ニーズ調査結果を受けて開講するコースのテーマ、カリキュラ

ム等を決定する。特別コースは、シリーズとしないスポット的な科目（フェーズ２では「ビ

ジネスプラン作成支援」を開講）を実施し、専門コースは特定の分野（人事・組織、マー

ケティング、財務など）の上級レベルのコースとして位置づける。また通常コースと同様、

段階的な現地講師化をめざす。 

フェーズ２より開始した企業内研修については、特に中規模以上の企業を対象に実施す

る。フェーズ２では NUM 経済学部のビジネスコンサルティングセンター（Business 

Consulting Center：BCC）との連携の下、モンゴル最大の銅鉱山会社であるエルデネット銅

山会社に対する研修を行った実績があるが、同様の試みを継続し、MOJC の事業収入源と

して育てていく。 

コンサルティングサービスについては、フェーズ２に開始したモデル企業育成プログラ

ム（2010 年 6 月の終了時評価時点で 11 社が対象）を継続する。指導前と指導後の変化が

わかるよう、指導開始前に対象企業のベースライン調査を行う。また、指導結果をまとめ

た冊子の発行や参加企業による成果発表会等を通じ、通常コースや専門・特別コースの成

果発現・定着・普及を図る。 

ビジネスマッチングについては、少しずつではあるが、モンゴル企業ならびに日本企業

からの照会が最近増えている。現時点では通訳の紹介や翻訳サービス等、ビジネスマッチ

ング支援は行っているものの、日本企業とのマッチングを希望するモンゴル企業に対し、

紹介する体制は整備されていない。本プロジェクトにおいては、まずは日本側の照会窓口

の特定など、連携体制を構築し、そのうえで MOJC として提供できるサービスを明確にす

る。 

ビジネスコースの現地講師育成については、すべてのビジネス事業で進めていく。特に

通常コースの現地講師育成は、プロジェクト期間中に育成が可能と思われる分野を限定し、

当該分野に絞って育成を行う必要がある。かかる現地講師人材は、OJT ベースでコンサル

ティングサービス等にも従事させながら、ビジネスの現場の知識及び指導経験を積ませる

とともに、本邦研修にも参加させ、専門性及び指導能力向上を図る。 

最後に、TSL との連携を強化し、受講生・修了生にとって付加価値の高いビジネスサー

ビスを提供できるよう努める。具体的には、通常コースの受講生・修了生への TSL の紹介

やビジネスプラン作成指導、TSL 融資先企業への MOJC のビジネスコース紹介等の連携が

想定される。 
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調査団作成 

図２－３ MOJC ビジネスコースの方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査団作成 

図２－４ MOJC ビジネスコースのターゲット 
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２）成果２ 

2-1. 現地所長の役割、責任範囲等を明文化する。 

以下の活動を部門間の連携により行う。 

2-2. 組織図の定期的なアップデートを行う。 

2-3. 年間事業計画と年度予算計画を策定する。 

2-4. 人材育成計画を策定する。 

2-5. 年間事業計画に基づく各事業のモニタリングを行う。 

2-6. 年次報告書を作成する。 

 

【補足】 

成果２の活動では、現地所長の下で自立的な運営体制の確立をめざした活動を行う。 

上述のとおり、MOJC は主任クラス以上を中心に日本留学経験者（長期）が多く、日本

文化への理解と高い語学能力、MOJC への高いコミットメント及び能力を有するスタッフ

が多く勤務している。MOJC が更なる自立を達成するためにはモンゴル側と日本側の役割

分担を明確にしたうえで PDCA（Plan-Do-Check-Action）のサイクルを確立し、MOJC の運

営管理体制を確固としたものにする必要がある。 

 

（５）投入 

１）日本側（JICA） 

ａ）専門家 

本プロジェクトにおける日本人専門家の投入としては、MOJC にチーフアドバイザー

専門家 1 名と業務調整員/ビジネスコース運営管理専門家 1 名の計 2 名の長期専門家（直

営）と、ビジネスコースにおける短期専門家（ビジネスコース運営指導、ビジネスコー

ス講師）の派遣を行う。 

ｂ）研修員受入れ 

ビジネスコースの一部現地講師を対象に、研修員受入れを行い、各講師の専門性・指

導能力の向上をめざす。 

ｃ）在外事業強化費 

ビジネスコース運営費及びセンター運営に係る費用を負担する。日本語及び相互理解

事業は負担しない。更なる財務的な自立を達成するため、現地活動費に占める JICA の

在外事業強化費を毎年逓減させていくことでモンゴル側と合意している。モンゴル側の

コストシェアの目標値については、経費シミュレーションを基に、プロジェクト開始後

半年以内に設定する予定である。 

２）モンゴル側 

ａ）カウンターパートの配置 

フェーズ２に引き続き、現地所長 1 名が配置されるほか、清掃人 3 名の給与を負担す

る。 

ｂ）現地活動費 

・NUM：センタースペース、施設 

・MOJC：講師謝金などの各種事業費、スタッフ人件費 
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本プロジェクトより、MOJC の収入からも人件費を負担する。モンゴル側との協議の

結果、2012 年より NUM の内規に基づき「独立採算ユニット」に移行することが決定し

ており、これにより MOJC スタッフは大学職員のステータスを得ることとなる。つまり、

NUM の規定に準じ、MOJC の収入を MOJC スタッフの人件費に充当することが可能と

なる。 

 

（６）プロジェクトのモニタリング・評価 

日常的な活動及び成果の進捗についてのモニタリングは、日本人専門家の支援の下、現地

所長をはじめとする MOJC のスタッフが主体的に実施する。PDM 上で設定された個別指標

のモニタリングは、MOJC の各部門の主任とスタッフが日本人専門家の助言・支援を受けな

がら実施する。また、プロジェクトの評価（中間レビュー、終了時評価、運営指導調査）は、

日本・モンゴル両国の評価チームの合同評価により、5 項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、持続性）に基づき実施する。 

 

（７）前提条件・外部条件・リスクコントロール 

本プロジェクトはモンゴル日本人材開発センタープロジェクトのフェーズ 1 から連続する

MOJC 運営に携わる事業であるため、想定し得る「事業実施のための前提」はない。 

上位目標が達成されるための外部条件には「モンゴルの政治・経済体制が安定している」

こと、「モンゴルの市場経済化政策に変更がない」ことがあげられる。また、プロジェクト目

標が達成されるには「中小企業振興を含むモンゴル政府の産業育成の基本方針が継続する」、

ならびに「プロジェクトを通じて育成したスタッフ・現地講師の離職が最低限に抑えられる」

といった外部条件があげられる。さらに、成果を達成するには本プロジェクトの活動に対し

て「外部機関（省庁、日系・現地企業、商工会議所等）からの協力が得られる」ことが外部

条件である。 

 

２－４ ５項目による事前評価 

（１）妥当性：高い。 

モンゴル政府は、2008～2021 年までの長期開発戦略である「ミレニアム開発目標に基づく

包括的国家開発戦略」において、民間セクター主導の経済成長を通じた貧困削減の重要性を

謳っている。また、政府行動計画「Action Plan of the Government for 2008-2012」においても、

「資源開発の加速化」「産業育成」及び「医療・教育・雇用環境整備」が重点分野として掲げ

られており、本プロジェクトはモンゴル政府の政策に合致している。 

また、2011 年を雇用年として位置づけるなど、モンゴル政府は雇用問題を非常に重視して

おり、中小企業等の育成を通じた雇用創出に取り組む本プロジェクトは、雇用対策が喫緊の

課題である同国の開発ニーズの観点からも、同国の政策的観点からも妥当性が高い。 

我が国の対モンゴル援助計画では、「持続的な経済成長を通じた貧困削減への自助努力に

対する支援」が大目標とされ、「市場経済化を担う制度整備・人材育成に対する支援」が重点

分野の一つに位置づけられており、ビジネス人材育成を目的とする本プロジェクトの整合性

は高い。JICA 事業においても、「モンゴル国 JICA Country Analytical Work」において「Inclusive 

Growth の実現に向けた支援」が援助重点分野の一つに掲げられており、本プロジェクトが中
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小・零細企業振興を通じた雇用機会の創出も視野に入れている点で妥当性が高い。 

上記のことから、本プロジェクトの実施は妥当性が大変高いと判断できる。 

 

（２）有効性：高い。 

フェーズ２の終了時評価において、過去10年間の協力を通じ、ビジネスコースがある程度

自立して運営されるなど、事業運営の基盤が整備されていることが確認されている。本プロ

ジェクトでは、産業構造が多角化、高度化していくなかで、高付加価値のある人材ニーズに

対応させるべく、MOJC が実践的で質の高いビジネス事業を提供し（成果１）、MOJC スタッ

フ自らサービスを提供できるような体制と能力を強化していくことをめざしている（成果１

及び成果２）。 

これら取り組みとして、JICA が支援を行うビジネスコースのスタッフと、JFが支援を行う

日本語コース及び相互理解事業を担当するスタッフが連携を図りながらセンター運営を行い、

引き続き三本柱の事業を継続していく体制の構築をめざしている（成果２の活動）。また、ビ

ジネスコーススタッフによるコース運営能力を強化し、ビジネスコース講師育成を特定の分

野に絞って引き続き行うことと同時に、大企業の企業内研修の実施やビジネス関連機関との

連携を強め、収益性のある事業の実施を実現することで（成果１の活動）、ビジネス人材育成

機関として自立発展的な体制及び機能を確立することをめざしている。 

かかる取り組みは、過去10年間の経験で培われた MOJC の組織・人員の能力に基づくもの

であり、これまでの実績や本プロジェクトで設定された成果１、２及び活動から、プロジェ

クト目標の達成は十分可能と考えられる。 

以上のことから、本プロジェクトの有効性は高いといえる。 

 

（３）効率性：高いと見込まれる。 

本プロジェクトはフェーズ１、２を通じ既に10年間にわたって行われた協力を選択的に補

完する案件として、JICA からは専門家派遣、研修員受入れのほか、ビジネスコースに特化し

た投入が計画されている。フェーズ２では、事業収入拡大により、事業経費の 4 割強を自己

収入で賄うことが可能となったが、引き続き本プロジェクトでも大企業に対する研修等を実

施することで、一層の収益向上をめざしている。かかる方法で新たな日本側投入を低く抑え

つつ最大限の成果を図るべく計画されることで、効率性が確保されるものと判断される。 

なお、今後 MOJC はNUM の「独立採算ユニット」への移行が予定されており、これにより

MOJC の収入をスタッフの人件費に回すことが可能になるため、収入を支出に回す仕組みが

強化される。これが軌道に乗れば、プロジェクトの効率性がさらに高まることが期待される。 

 

（４）インパクト：正のインパクトが見込まれる。 

プロジェクト目標が達成できた場合、事業を継続して実施していくことができれば、上位

目標の達成の可能性は高いと判断できる。ただし、そのためには、成果２の組織運営面、及

び財政面での持続性が確保できるかどうかが鍵となる。 

 

（５）持続性：比較的高いと見込まれる。 

本プロジェクトでは現地所長体制に移行し、よりモンゴル人スタッフ自らのイニシアティ
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ブによるセンター運営が行われることが想定されている。本プロジェクトでは、センタース

タッフ主体によるセンター運営能力の向上（成果２）をめざしつつ、より一層ビジネスコー

ススタッフが自らコース運営を実施する能力を身に付けることで（成果１）、ビジネス人材育

成機関として組織面での持続性が確保されることが見込まれる。 

フェーズ２に引き続き、講義や現場指導等の OJT を通じたセンタースタッフや現地講師の

育成（成果１）が活動に含まれており、MOJC 技術面での持続性も確保していく。 

本プロジェクトでは、新たに行政機関がターゲットグループに含まれることとなり、中小

企業の振興を担当する中小企業庁等との連携による中央・地方職員の研修を行う計画である。

これら職員が学んだ知識を所属先に還元していくことで、政府内部における研修の成果が蓄

積されていくことが期待できる。 

フェーズ２では、センター運営費の 46.53％（終了時評価時点）をモンゴル側（MOJC の収

益含む）が負担するなど、比較的高い財政面での持続性が確保されてきたが、本プロジェク

トにおいても運営費の負担率を維持・拡大していくことが期待される。 
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